［別紙１］
業務概要等について

１　システム対象所属・人数
	項目
	学校数
	児童生徒数
	教職員等数

	中学校
	3校
	約950名
	約70名

	特別支援学校
	14校
	約2,000名
	約1,300名

	県立高校（全日制）
	50校
	約30,000名
	約3,100名

	県立高校（定時制）
	1校
	約350名
	約50名

	県立高校（通信制）
	1校
	約1,100名
	約20名

	中等教育学校
	1校
	約950名
	約70名

	合計
	70校
	約35,350名
	約4,610名



２　アクセス環境
生徒・保護者はスマートフォン、パソコンなど各自が所有するデバイスから、学校職
員は各自に配布されている業務用パソコンからのアクセスを想定。（学校間での連携は想定していない。）

３　対象業務（想定）
①生徒情報管理
生徒・保護者情報登録、口座情報登録、徴収情報管理、収支決算処理
②徴収事務
予算作成、口座振替徴収、各会計口座への振り分け、収入調書作成、督促状作成
③支出事務
インターネットバンキングとの連携、支出調書作成
④各種データ・報告書作成
会計ごとの支払いデータ、予算決算（会計及び個人単位）書類等
⑤給食費管理
給食計画作成、喫食管理、食材発注、発注データ作成、支出、返金額算出、予算決算

４　対象とする会計
（１）公会計
授業料、日本スポーツ振興センター共済掛金
（２）私費会計
①給食費　②学年費　③進路指導費　④生徒指導費　⑤部活動費
⑥ＰＴＡ会費　⑦後援会費 等（記載項目以外にも学校の状況に応じて対応）
５　その他
①希望する機能等
・システム内で デジタル決裁機能を有すること
・１校に複数の口座を設定できること（設定可能な最大口座数を記載すること）
・口座振替による徴収を原則とするが、振替不能時などに、保護者からの随時徴収が可能となるよう、コンビニ決済等による徴収機能を有すること
・システム導入前後において、各校への速やかなサポートを行うためのヘルプデスク等を設置すること
　　②情報提供をお願いしたいこと
・生徒情報管理については、統合型校務支援システムとの連携の可否
・徴収予定や決算、督促を保護者に直接連絡できるツールの有無
　・既にシステムを導入した自治体における業務削減効果を説明できる資料
・その他、教職員の働き方改革や、現金取扱事務の削減に資する機能・サービス

